別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:ソフトピアジャパン企業誘致・エリア活性化推進協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　商工労働部情報産業課　情報産業担当　電話番号：058-272-1111（内3112）

　　　　　　　　　　　 E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,000千円（前年度予算額：1,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


ソフトピアジャパンエリアへの企業立地や入居の促進とエリアの活性化や魅力の向上を図るため、岐阜県と大垣市が中心となり設立した「ソフトピアジャパン企業誘致・エリア活性化推進協議会」が行う以下の事業へ、負担金を交付する。

（１）企業誘致活動事業
・企業誘致・ＰＲのために行う展示会出展等や、エリアの活性化や魅力向上を図るために行う諸活動に必要な経費
（２）広報活動事業
・ソフトピアジャパンエリアＰＲのためのパンフレット・パネル等の作成や、広

報宣伝に係る経費
（３）協議会開催等事業【事務費】

・協議会の総会や、ソフトピアジャパンの今後のあり方等を検討するために必要な経費
	２　所要経費


・企業誘致推進事業（954）

・広報事業（618）
・協議会開催等事業【事務費】（95）
　　※総額：1,667千円　うち県負担分1,000千円（6割）、大垣市負担分667千円（4割）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり
　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　・地域の特性を活かして、成長力・競争力の高い企業を誘致する

　　　・成長が期待される産業の集積を図る
	２　これまでの取組状況


県のスマートフォンプロジェクトの推進や、情報科学芸術大学院大学・岐阜県立国際情報科学芸術アカデミー（以下「ＩＡＭＳＡ」という）の研究成果、(財)ソフトピアジャパンの企業支援、その他入居企業等の技術力など、ソフトピアジャパン全体の優位性を、東京で開催された企業展などで積極的にＰＲし、誘致宣伝に努めた。

また、ソフトピアジャパン利用者の利便性向上を図るため、ビジネスや近隣への手軽な交通機関として利用できる自転車の無料レンタル事業等を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


協議会の構成員である、県、大垣市、ＩＡＭＡＳ、(財)ソフトピアジャパン及び周辺企業等が一体的に、企業誘致やエリア活性化等に取り組むことで、ソフトピアジャパン全体の魅力や優位性を効果的にＰＲすることができている。

なお、前年度の進出企業数に比べ、今年度は１４社増加するなど、効果も現れつつあるところであり、引き続き関係機関の連携を強化し、企業誘致の推進やエリアの活性化に努めていく。
　※進出企業数の増減
・平成２２年１０月１日現在の進出企業数：１３２社
　・平成２３年１０月1日現在の進出企業数：１４６社（対前年＋１４社）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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